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はじめに

本稿は小田急電鉄株式会社が，沿線誘致策の

一環として川崎市多摩区（当時は橘樹郡向ヶ丘

字長尾）に建設した向ヶ丘遊園について，その

経営の実態を分析することを目的としている。

近代日本における余暇・娯楽産業の発展におい

て，鉄道会社，特に関西・関東地方における私

鉄各社の役割が重要であったことは，しばしば

指摘されていることであり，特に阪神急行電鉄

の小林一三による宝塚新温泉の開発，阪急百貨

店の開業などの沿線開発手法が関東圏の私鉄経

営に強い影響を与えたことは良く知られている。

遊園地事業に関してもこうした私鉄経営の付帯

事業として展開されたものが多数を占めてきた

実態がある１）。しかしこれらの事業は，あくま

でも電鉄経営の１部門として実施されたものが

多いことから，その経営の実態が十分に明らか

にされてきたとはいえない。また鉄道史研究の

分野においても，鉄道事業の付帯事業としては，

沿線住宅地開発の研究の蓄積に比べ，その他の

娯楽産業の分析は相対的に少ないのが現状であ

る。本稿では小田急電鉄株式会社の営業報告書，

及び有価証券報告書２）を活用することにより，

約７５年という日本有数の歴史を誇った遊園地の

経営の実態と経緯を可能な限り明らかにした

い３）。

１ 小田原線開業と向ヶ丘遊園の開園

向ヶ丘遊園の開園は小田原急行鉄道４）小田原

線の開通と同じ，１９２７年４月１日であったとさ

れている５）。新宿－小田原間で開業された小田

原線は，当時宅地化が進みつつあった東京市荏

原郡，北多摩郡（今日の世田谷区）の運行区内

では，通勤客をはじめとする乗客が見込まれて

いたが，多摩川以西への旅客誘致に不安を抱え

ていた。こうしたなかで小田急では，当時阪急

電鉄をはじめとする関西方面で活発化していた

遊園地建設による乗客誘致に着目したものと考

えられる。当時東京近郊でも玉川電気鉄道によ

る玉川第二遊園地（二子玉川園，１９２２年），田

園都市会社による多摩川園（１９２５年），など私

鉄による遊園地建設が勃興期にあったことも影

響したものと思われる。

当初の開園予定地は，稲田登戸駅（１９５５年に

向ヶ丘遊園駅に改称）に近い，枡形山に求めら

れたが，用地交渉が難航した結果，駅から約１

�はなれた長尾地区に開園されることとなった。

当初の予定よりも駅から離れた位置に立地した

ため，急遽駅から遊園地までの小軌道が建設さ

れることとなり，昭和２年下期の第九回営業報

告書においては，６月１４日付けで「豆汽車軌條

敷設工事」の竣工届けが川崎市に提出され，稲

田登戸駅から遊園地正門までの豆汽車が運行開

始されたことが記載されている。また同月１６日
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に高津警察署に対して向ヶ丘遊園地における遊

技場営業許可願いが提出されており，同年８月

２２日に許可が下りている。本格的な営業開始は

この時期であったのだろう。

当時の小田急は，この遊園地をどのように位

置づけていたのだろうか。１９２７年上期の第八回

営業報告書では次のような記述をみることがで

きる。「向ヶ丘遊園地ハ本線開通ト共ニ四月一

日ヨリ開園セリ本社ハ之ヲ以テ一面本線ノ培養

ニ資シ一面遊園地自体ノ自営自給ノ方針ノ下ニ

漸ヲ追テ進ミツツアリ諸般設備ノ充実ト相俟ッ

テ必ス充分ノ機能ヲ発揮スルコトヲ信スシカモ

開園日浅キ今日本線ノ営養ニ少ナカラサル価値

ヲ与ヘツツアリ」。この記述からは同遊園地が，

沿線地域の振興を目的としていること，さらに

単なる旅客誘致の付帯事業ではなく，遊園地単

体として独立採算が目指されていたことがうか

がえよう。

しかしこのような開園当初の意気込みに反し，

小田急の遊園地事業に対する関心は急速に低下

していったようにみえる。１９２８年以後の営業報

告書において向ヶ丘遊園に関する記述が登場す

ることは皆無であり，「副業」項目において専

ら取り上げられていたのは住宅分譲に関する記

述であった。なかでもこの時期小田急が注力し

ていたのは１９２９年に開業した江ノ島線沿いに構

想された「林間都市」計画であった。私鉄の土

地付き住宅分譲のモデルケースとなった，小林

一三による箕輪有馬電気軌道の沿線開発や，渋

沢栄一による田園都市会社の影響を受け，小田

急でも沿線の大和，大野，座間の三ヶ村で沿線

農地を買収し「林間都市」の建設を進めていた

ほか，和泉，岩戸，喜多見，西生田，祖師ヶ谷

大蔵などでは地主と特約を結んで副業部が無手

数料で借地の斡旋を行なっていた。また鶴巻温

泉においても約１０万坪を借地し，温泉旅館や別

荘の建築希望者に斡旋するなど，遊園地業より

も沿線の住宅開発が優先度の高い事業と認識さ

れていたことがうかがわれる。

また１９３０年代の昭和恐慌の影響や，その後の

戦時体制への移行のなかで，遊園業の将来が悲

観されていた可能性もある。開業初期において

は座間村近辺においても遊園地の建設が計画さ

れていたが，１９４０年上期の第３４回営業報告書に

おいては，「相模原方面ハ日々顕著ナル発展ヲ

ナシツツアルヲ以テ林間都市所在社有土地並ニ

座間遊園地ハ此ノ際分譲スルヲ有利ト認メ目下

売出計画中…」と遊園地計画用地を，住宅用地

として分譲することが記されるようになる。

このように営業報告書への記載自体が少ない

ため，戦前向ヶ丘遊園の経営実態については，

不明な点が多い。施設としては野外舞台，音楽

堂，あずま屋，無料休憩所，売店などの存在が

記録されているが，料金については不明であり，

駅－遊園間の豆汽車を除くと事実上，無料の自

然公園のような状態で，従業員も実質「山番」

一名の状態であったようである６）。ただし，近

隣の枡形山や稲田堤が桜の名所であった影響か

らか，桜の植樹は大規模に進められ，同園は１

万本ともいわれるソメイヨシノが花開く，花見

の名所として徐々に知られるようになっていっ

た。しかしこうした地道な整備もつかの間，戦

時体制が深刻化してきた１９４２年，遊園は陸軍近

衛騎兵連隊の訓練場として接収を受けることに

なる。その後小田急自体も東京横浜電鉄に合併

され，その後敗戦までの間，向ヶ丘遊園は営業

を停止され，省みられることのない時期が続く

ことになった。

２ 戦後の復興整備と設備・催事の近代化

（有料遊園地としての再出発）

１９４５年，敗戦により軍からの返還を受けた向

ヶ丘遊園であったが，用地は荒廃を極めており，
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復旧には多くの労力を必要としていた。また戦

後の食糧難を背景に，敷地を農地改革の対象地

として解放するよう主張する運動も存在し，一

部の敷地が買収対象となったこともあり，遊園

はその存続自体が危ぶまれたのである７）。

しかし，こうしたなかで１９４８年６月に東京急

行から分離独立した小田急は，向ヶ丘遊園の復

興に取り組みはじめた。主幹道，遊歩道の整備

にはじまり野球場，運動場の整備をおこな

い，１９５０年３月には戦時中に金属供出の対象と

なって撤去されていた小軌道（豆汽車）を蓄電

池式の「豆電車」として復活させたのである。

また翌５１年７月には，正門から園内中央の山頂

まで高さ５０ｍ，延長２４５ｍの空中ケーブルカー

などを整備し，その他動物園，野外舞台，遊戯

施設や娯楽機などを整備して，１９５２年４月から

大人１０円，子供５円の入場料を徴収する有料遊

園地としてのスタートを切ることになった。

オープンは花見の季節であったこともあり，

大変な盛況であり，臨時改札口のボックスが詰

め掛ける入園者に押されて，崖下に転落する事

故が起こったほどであった。同年の４月から１１

月までの入園者数は約３２万人を記録したとい

う８）。

（大型催事の実施と設備の近代化）

こうして戦後の再出発を果たした向ヶ丘遊園

であったが，来客の中心が花見客であるという

構図は戦前から大きく変わっておらず，その点

が営業上の限界となっていた。「当時は終戦か

らの立ち直りもはかばかしくなく，庶民にとっ

てお花見は恐らく唯一の楽しみであったと思わ

れ，異常な人手となったのだろうと思われます。

酒も焼酎しかなく，それも露天での酒盛りでは

酔い方もひどく，まるで百鬼夜行の態たらくの

酔態で，喧嘩，迷子は数知れず，警戒のため派

遣された警官も余りのことにお手挙げの状態で

あった」９）。１年間の来園者の多くが花見の季

節に集中する状況は，施設の稼動を非効率なも

のにしており，１９５０年代の遊園の営業収入は

１９５５年に３０００万円台に達したあと，しばらく頭

打ちの状態が続くことになった（図１）。１９５８

年に世界各種のバラを一同に集めた「大バラ

苑」が完成して話題を集めたものの１０），向ヶ

丘遊園が戦前来の自然公園的位置づけから脱皮

し，近代的遊園地として発展してゆくためには，

なんらかの突破口が必要とされていたのである。

向ヶ丘遊園の近代化，その最初のきっかけが

戦後の有料化であったとすれば，第２の転機は

１９６２年に実施された防衛博覧会であった。遊園

では１９５５年の世界探検博覧会，全国民謡花見踊

り大会の実施以降，アイヌ祭（１９５６年），南極

探検博覧会（１９５７年），ローズカーニバル（１９５９

年）などシーズン中の催事に注力してきたが

（年表を参照），６２年の防衛博はサンケイ新聞

の主催，防衛庁の協力，その他フジテレビ，日

本放送，文化放送，日本工業新聞などの後援で

実施された，それまでに類を見ない規模の大型

催事であった。同博の実施のため，遊園では自

衛隊の協力を得て「地形を一変させるほどの大

規模な土木工事」を実施したが１１），この工事

の結果，その後遊園正門部のシンボル的存在と

なった「花の大階段」や，その他観覧車等の大

型遊具を設置するための基盤整備が行われたの

である。また同博では大人１２０円，高校生１００円，

小・中学生６０円の特別料金を設定したにも関わ

らず予想を遥かに上回る入園者数を記録したこ

とから，その後の入園料の増額に糸口をつける

ことができた点も重要である。防衛博の実施は

３ヶ月間に渡り，この年の遊園の年間営業収入

が前年の３倍近い，約１億２千万円に達すると

いう成功をおさめたのであった。

大型催事による集客に手ごたえをつかんだ遊

園では翌６３年には「ワールド・フラワーショ

ー」を実施する。このフラワーショーは翌年の

向ヶ丘遊園の経営史
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東京オリンピックをひかえ「オリンピックに多

くの人々を迎える東京を花で飾ったら，どんな

に美しい都会になることでしょう」という趣旨

文のもと，朝日新聞社との提携のもとで実施さ

れたものである。このフラワーショーも大盛況

のうちに成功をおさめ，前年の防衛博を上回る

営業収入をあげることに成功した。フラワーシ

ョーは翌年以降も継続され，向ヶ丘遊園を代表

する催事として恒例化されることとなったので

ある。「防衛博」と「フラワーショー」という，

対極的なテーマの２つの大型催事を成功させる

ことによって，向ヶ丘遊園は高度経済成長期に

飛躍のきっかけをつかんだことになる。

３ 遊具の変遷と運営形態

遊園地の「近代化」といった時に確たる定義

があるわけではないが，「有料遊具の設置」は，

その一つの指標足りえるものであろう。遊園地

経営において，入園料そのものを高額に設定す

ることは難しく（大型催事のある場合は例外と

なるが），園内の個別の遊具に利用料金を設け

て来客に遊具を選択して利用してもらうことが

一般的な料金徴収形態となる。季節を問わず運

用可能な遊具の導入は，客単価の向上とともに，

来客の季節変動緩和にも貢献する可能性がある。

すでに述べたように戦前の向ヶ丘遊園には

「豆汽車」の他には有料遊具の存在を確認する

ことができない。当時の写真等から確認される

のは，今日の公園でみられるような無料遊具の

類であり，有料遊具の導入は１９５２年の有料化を

きっかけとしていた。遊具をはじめ，遊園地の

施設は流行とともに頻繁に更新される性格をも

つが，１９６６年時点の遊園内部の施設と遊具の施

設状況についてまとめたものが表１である。こ

の表にも記載されているように，向ヶ丘遊園の

図１ 向ヶ丘遊園営業収入
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小田急電鉄『有価証券報告書』各年次より作成
○数値は「遊園及び広告営業収入」。
○向ヶ丘遊園の営業収入については，『小田急五十年史』巻末記載の数値と有価証券報告書記載の数値との間に乖離がある。
今回は有価証券報告書の月別数値（図２～５）を集計したものを採用した。
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向ヶ丘遊園 略年表

向ヶ丘遊園地 催 事 その他
１９２６（大正１５）年 地主との間に地上権契約を結ぶ
１９２７（昭和２）年 小田急線（新宿～小田原間）開通 稲田登戸駅開業

小田急向丘遊園地開園 稲田登戸駅から豆汽車が運行される
１９２８（昭和３）年 昭和天皇即位奉祝記念碑を建設，日本映画俳優学校開設
１９２９（昭和４）年 ローラースケート場設立
１９３３（昭和８）年 向ヶ丘稲荷神社を安置
１９４１（昭和１６）年 近衛騎兵聨隊の駐屯地として明け渡す

１６５haを防空緑地として指定（生田緑地）
１９４５（昭和２０）年 陸軍より用地の返還
１９４７（昭和２２）年 野球場の拡張
１９４８（昭和２３）年 小田急電鉄株式会社が東急より独立
１９５０（昭和２５）年 動物園を開園 稲田登戸駅からの豆電車復活
１９５１（昭和２６）年 空中ケーブルカー架設，プール開設
１９５２（昭和２７）年 有料化（大人１０円，子供５円）実施

ウォーターシュートが造られる
１９５３（昭和２８）年 ボート池造成を計画
１９５５（昭和３０）年 ボート池に着工し完成 世界探検博覧会・全国民謡花見踊り大会 稲田登戸駅を向ヶ丘遊園駅に改称
１９５６（昭和３１）年 「松鶴庵」が建てられる アイヌの祭り
１９５７（昭和３２）年 小田急線開業３０周年事業としてばら苑建設を計画 南極探検博覧会・全国民謡花見踊大会
１９５８（昭和３３）年 ばら苑開園 フラフープ大会，ばらのコンサート
１９５９（昭和３４）年 ありんこ供養塔を建立 野外バレー，ローズカーニバル
１９６０（昭和３５）年 「舞鶴松」を伐採，幌馬車導入 全国民謡花見踊り大会，動物ショー

アイススケートリンク営業開始
１９６２（昭和３７）年 幌馬車中止 防衛大博覧会，プレハブ建築展
１９６３（昭和３８）年 花の大階段新設 フラワーショー開幕，プレハブ住宅展示
１９６４（昭和３９）年 沈床花壇を造園，運動場を建設 フラワーショー，プレハブ住宅展示
１９６５（昭和４０）年 プール兼用のスケートリンクを建設 フラワーショー，プレハブ住宅展示
１９６６（昭和４１）年 プールの営業開始 菊花ショー，プレハブ住宅展示 豆電車をモノレールに改装
１９６７（昭和４２）年 空中ケーブルカーを撤去 菊花ショー
１９６８（昭和４３）年 動物園閉鎖，ケーブルカーに代わりリフトを設置 フラワーショー
１９６９（昭和４４）年 梅林を新たにつくる フラワーショー，フルーツショー
１９７１（昭和４６）年 向ヶ丘ボウルがオープン 菊花展，オーストラリア展
１９７２（昭和４７）年 菊花展，おもちゃ展
１９７３（昭和４８）年 催事館の新設
１９７４（昭和４９）年 ボブスター設置
１９７５（昭和５０）年 大観覧車設置
１９７７（昭和５２）年 フラワーショー，スーパーカーショー
１９８０（昭和５５）年 鉄道資料館が開設，サイクルモノレール設置

スカイハリケーン，アトミックコースター設置
１９８２（昭和５７）年 フラワートレイン設置
１９８４（昭和５９）年 ホリディン・サーカス
１９８５（昭和６０）年 アドベンチャーコースター設置
１９８６（昭和６１）年 ロックンロール，スピンカー，メルヘンタワー，フライ

ングスインガー，スカイジェット，メリーフラワー設置
１９８７（昭和６２）年 蘭・世界大博覧会を機に，遊園の近代化が一気に進む 蘭・世界大博覧会
１９８８（昭和６３）年 フライングステージ，ファンシールームを設置
１９９７（平成８）年 ブースカランドが開設 円谷プロとの提携（ウルトラマンショー）
１９９９（平成１０）年 岡本太郎美術館の開館
２０００（平成１１）年 春のフラワーショウ 洋ラン展 モノレールの廃止
２００２（平成１３）年 向ヶ丘遊園の閉園
２００４（平成１５）年 遊園跡地の整備計画について川崎市と小田急電鉄が基本合意
２００６（平成１７）年 藤子・Ｆ・不二雄アートワークス（仮称）の設置が決定
専修大学経済学部永江ゼミナールにて作成
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有料遊具には，直営施設と委託経営になってい

る施設とが存在した。直営と委託経営の施設と

を明確に区分する資料は確認できていないが，

大型でメンテナンスに専門技術を要する遊具に

ついては委託経営のものが多かったようである。

一方で豆電車や空中ケーブルカーは電鉄会社の

ノウハウで維持可能なため，直営であった。

遊具の委託先として重きを占めていたのは，

東洋娯楽機㈱（のちの㈱トーゴ）と，大萩工業

㈱であった。特に東洋娯楽機は遊具メーカーで

あり，浅草花やしきの経営も手がけるノウハウ

豊富な企業として，有料化開始当初からビック

リハウス，豆自動車，豆汽車，回転ボート，飛

行塔，ウォーターシュートの運営をおこない，

長く同園の遊具運営の中枢を担った。その後も

ボブスター（１９７５年），大観覧車（１９５６年），フ

ラワートレイン（１９７２年），アドベンチャーコ

ースター（１９８５年），ロックンロール（１９８６年），

スピンカー（１９８６年），メルヘンタワー（１９８６

年）フライングスインガー（１９８６年），スカイ

ジェット（１９８６年），フライングステージ（１９８６

年）などが東洋娯楽機によって導入・運営され

表１ 向ヶ丘遊園施設一覧（１９６６年下期）

施 設 名 詳 細
索道 遊園正門前－見晴台駅２４０．５ｍ ２両（定員１両，大人１３人，子供３０人）
正門出改札所 ２２７．７� 出札所，改札所，事務室，宿直室
正門大階段 高低差３７ｍ，延長１２０ｍ，２１５段，花時計１，噴水１，壁泉２，花壇その他付帯
花の牡ランジェリー 観賞用温室２９１．７２�，内部造園，各種観葉植物，花木・草花等
ばら苑 約１６，５００�，ばら１５，０００本，温室１５３．４５�，クラブハウス１６０．６１�
欧風庭園 １，６５０�，噴水２，プール３，花壇一式
世界の庭園 ３，３００� 世界９カ国庭園（アメリカ，フランス，ドイツ，オーストリア，

イタリア，ポルトガル，スイス，イギリス，スウェーデン）
つつじ園 各種つつじ５０００本
植物見本苑 ３，０３４平方武蔵野の各種植物３０種
沈床花壇 ２，６４０�
ボート池 ５，９４０�ボート３４艘
プール兼スケートリンク ５０＊１９ｍ，９５０�，深さ１．２ｍ一周２５０ｍ 幅８ｍ，１，７３８�，深さ１ｍ
プール ２５ｍ幅１２ｍ ３００� 深さ１．２～１．５ｍ
グランド １７，６７５�，運動場兼野球場２面，テニスコート１面，バレーコート２面，

クラブハウス１１９�１棟
動物園 熊，鹿，猿，山羊，鳥類，その他の小動物
野外劇場 舞台１３２�，１５，０００人収容
松鶴庵 １９８�，休憩所，楽焼施設
食堂 １６５�，客席１００
パーラー １２７．７１� 客席１００
案内所 ６．６� 園内案内 放送設備

娯楽機
（委託経営のもの含む）

豆電車，ウォーターシュート，回転ボート，ビックリハウス，テルターワール，
飛行塔，宙返りロケット，チェーンタワー，メリーカー，メリーカップ，ダイ
ヤモンドルーム，観覧車，ステレオトーキー，ミニドライブ，レッドガン，ベ
ースボール，ポップボール，ホイホイテスト，シーソーゲーム，カーニバルガ
ン，ガンスモーク，ボーリングアーリー，ラッシングカー，ムーンロケット，
エレファント，メリーゴーランド，豆自動車，無料遊戯施設

無料休憩所 １６４．３４ｍ
コインプレコーナー ２５３．１１ｍ遊戯施設
小田急電鉄『有価証券報告書』より作成
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た。大萩工業㈱は１９８０年代に委託経営に参入し，

サイクルモノレール（１９８０年），スカイハリケ

ーン（１９８０年），メリーフラワー（１９８６年），フ

ァンシーブルーム（１９８８年）などを手がけ

た１２）。遊具の更新状況について，今回は網羅

的な資料を作成することができなかったが，大

型遊具の導入・更新が１９８０年代に活発化してい

る印象は強い。

これら有料遊具の委託契約の内容について，

今回は確認することができず，遊具導入が経営

にどのような影響を与えたものかを充分に確認

することはできない。専門知識を要する大型遊

具の運営に際して外部委託を行うことがコスト

軽減の効果をもっていたことは想像できるが，

一方で自らも浅草花やしきを運営する東洋娯楽

機と向ヶ丘遊園は首都圏遊園地として競合する

側面を持っていたこと，また東洋娯楽機が遊具

を隣接する読売ランドにも供給したため，相互

の差別化が困難になるなど１３），外部委託にも

固有の困難がつきまとっていた可能性を指摘す

ることはできる。

４ 向ヶ丘遊園の用地問題

遊園地のような広大な用地を必要とする施設

営業において，用地取得の問題は重要な課題と

なる。向ヶ丘遊園の用地の多くは借地であった。

開園前年の１９２６年１２月１７日，向丘村長尾の７万

２千坪（約２３万７０００㎡）の用地が３０年間の地上

権契約で賃借された。同地の賃借には地元農民

の反対が多かったが，丸山教教主伊藤六郎兵衛

ら地元資産家層の協力を得て契約締結にこぎつ

けたという１４）。開園当初から用地を賃借する

予定であったのかどうか，詳細は判明しないが，

前述した座間遊園地予定地は後年住宅地として

分譲されたというから，購入取得されたもので

あったと考えられる。したがって向ヶ丘遊園用

地の場合も，当初は買収も考慮されていたが用

地交渉の過程で買収が断念され，賃借となった

ものと考えられよう。

賃貸契約は，当初の契約が終了した戦後の

１９５６年以降，５年更新に切り替えられた。１９５０

年度有価証券報告書では用地面積が６万４千坪

となっており，戦前に比して縮小していること

がわかる。その後１９５３年，１９５４年には用地買収

費用が予算に計上されており，ボート池用地な

どが買収された。当時の買収価格は坪当たり

３０００円であったという１５）。その後遊園の敷地

は拡張が続けられ，１９５８年には７万５千坪，１９８０

年代には駐車場も含め，約１０万坪にまで拡大し

た。とはいえ用地の多くが賃借であることには

変わりがなく，１９６４年度下期の有価証券報告書

では「鈴木穆他１８名から５７，７２６坪賃借期限は

１９６６年１２月１５日，賃料は１，８９１，９１４円。川崎市

から１，５５６坪賃借期限は１９６５年３月３１日，賃借

料２７５，５２８円」と記載されており，１８名の個人

地主と川崎市から用地を賃借していた状況を確

認することができる。特に正門付近やバラ園な

ど，園内の「要地」に借地が多く，これら地主

との契約関係を安定化させることが遊園運営上

の課題のひとつであった１６）。５年に１度の賃

借契約の改定と，それに伴う借地料の改定交渉

は支配人（園長）の業務とされており，改定期

に当った支配人の仕事の「半分は，遊園地地主

及び近隣地主対策に費やされた」と回想される

ほどであったという１７）。

地主や開園当初の関係者のなかには園内で茶

店等の営業をおこない，また住居を園内に構え

ているケースも存在した。施設の近代化のなか

で，これら茶店主の住居を園外に転出してもら

うよう交渉することも必要となり，１９６７年から

７１年にかけて転出斡旋交渉が実施された１８）。

このように複数の地主から賃借する形態で確保

された用地取得手法は，向ヶ丘遊園経営の不安

向ヶ丘遊園の経営史
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定要素となった。事実後年に閉園問題が発生す

る最初のきっかけとなった事件は，バラ園部分

の地主が相続問題で賃貸契約の解除を申し出た

ことにあったと言われている１９）。

５ 遊園業における季節変動対策と
レジャーブームへの対応

「遊園地の経営で最もあたまを悩ますのはシ

ーズオフ対策です」とは，向ヶ丘遊園四代目支

配人小林喜助の言葉である２０）。小林が遊園の

園長を勤めたのは１９６２年から６４年にかけて，防

衛博，フラワーショーという大型催事の定着に

よって，来客数の大幅な増加に成功した時期で

あった。しかしこうした成功の背後で，遊園で

は来客の季節変動という課題が顕在化しつつあ

ったのである。

元々花見の名所として発展した向ヶ丘遊園で

は花見のシーズンである４月と紅葉のシーズン

である９月，１０月に来客数が偏る傾向にあり，

園内の茶店では「花見時期の売り上げで半年は

くらせた」といわれるほどであった（図２）２１）。

オフ・シーズン期でも従業員の大幅削減や遊具

等の停止はむずかしく，来客数の季節変動は施

設・人員の稼働状況を非効率化するという問題

点が存在した。また短期の特定シーズンに来客

が集中するという事態は，シーズン中の週末の

天候如何によって営業成績が大きく左右される

というリスクを抱えていることを意味しており，

実際有価証券報告書にも「折角の花見時が悪天

候に禍されましたが（１９５８年上期）」，「好天暖

冬という好条件と相俟って（１９５９年下期）」な

どと行楽期の天候に関する記述が数多く散見さ

れる。防衛博やフラワーショーといった大型催

事も，シーズンピークの４月，５月に実施され

ることが多く，季節変動問題を解決する方向に

は向かわなかった（図３）。むしろオフ・シー

ズン期の来客の鈍りは一層顕在化し，「今まで

のように四季の自然に甘えているだけの遊園で

は，発展性の乏しいことにも気づいてきた。シ

ーズンに合わせて適宜，催物はおこなわれてい

たが，夏，冬，また雨に弱いことが当園の泣き

どころでもあった」２２）というように，春・秋の

シーズンに依存しない，あらたな集客力が経営

図２ 営業収入季節変動①
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上求められるようになったのである。

夏季と冬季のオフ・シーズン対策。その萌芽

は１９６０年下期の有価証券報告書にみることがで

きる。ここでは「株式会社東京国際貿易センタ

ー所有の２号館および機械室を冬季に賃借し，

アイススケート場を経営いたしました…世界最

大の規模を誇る晴海国際スケートリンクは，い

わゆるレジャーブームにのり，健全娯楽の殿堂

として，約７２万５千人の入場者を迎え，予期以

上の成績を収めることができました」と記され

ている。小田急が晴海において営業した大型ス

ケートリンクは，国内最大のスケートリンクと

して社会的ブームを巻き起こし，冬季だけで当

時の向ヶ丘遊園を凌ぐほどの来場者を記録した。

この成功に注目した小田急では，向ヶ丘遊園の

オフ・シーズン対策としてこのスケートリンク

の導入を計画したのである。

「遊園地にはもともと井戸水使用による小規

模なプールがありましたけれども，水泳人口の

増加に伴い，受入態勢が不足しているのではな

いかという疑念を感じていました。たまたま晴

海スケートリンクの撤収に際し，その前年あた

りに，冬はスケート，夏はプールという便利な

機器が開発されたので，これを採り上げ，現在

の基礎となったわけです」２３）というように，従

来から向ヶ丘遊園には小型のプールとスケート

リンクが存在していたが，晴海の施設の撤収に

ともない，これを向ヶ丘遊園に移設するという

大規模な計画が実施されたのである。建設され

たスケートリンクは一周２５０ｍのスピードリン

クと，その中央に幅１９ｍ，長さ５０ｍのフィギュ

アリンクを備え，これが夏季にはプールに転用

されるという当時としては大規模な施設であっ

た。スケートリンクの営業は１９６５年秋，プール

営業の開始は翌６６年の夏からであったが，同施

設の稼動によって，向ヶ丘遊園の来客動向は大

きな変動をみせることになった。図４からわか

るように，１９６５年以降の入場収入は，従来オ

フ・シーズン期であった夏季・冬季にも顕著な

増加をみせるようになっており，１９７０年には８

月夏季の入場収入が春期を凌ぐようにすらなっ

たのである（図５）。この間の入場収入の季節

変動を，変動係数を用いてあらわしてみよう

（図６）。これをみても，向ヶ丘遊園入場収入

図３ 営業収入季節変動②
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の季節変動は，１９６５年を契機として顕著な減少

をみせていたことがわかる。季節変動の解消傾

向は，向ヶ丘遊園の遊園地としての経営の自立

性を高め，経営の安定化をもたらすことに貢献

したといってよいだろう。

６ 小田急電鉄内部における
遊園業の位置

これまで述べてきたように，向ヶ丘遊園は電

鉄会社である小田急の事業の一部門として運営

されてきた。ここで小田急経営全体における遊

園事業の位置づけについて，明らかにしておき

図４ 営業収入季節変動③
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図５ 営業収入季節変動④
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たい。有価証券報告書から小田急電鉄各部門の

収益状況をまとめたのが表２である。小田急の

事業部門は大きく分類すると鉄道業，自動車業，

付帯事業の３部門に分けられる。付帯事業はさ

らに駐車場，不動産業，事業施設，旅行業の４

部門にわかれ，向ヶ丘遊園は事業施設部門に属

していた。

各部門別の営業収入を比較してみると，小田

急においては本業ともいえる鉄道業部門が一貫

して６０～７０％の営業収入をあげる中核的部門で

あったことがわかる。沿線の世田谷区は首都圏

住宅地域として順調な発展をみせ，また戦前は

不振であった多摩川以西の路線においても町田，

厚木等の市街地が東京への通勤圏に包摂される

ことによって，小田原線は都心への通勤路線と

しての地位を安定させていった。これに続くの

が不動産部門で，世田谷区内，狛江，林間地区

などにおける住宅金融公庫融資つきの建売住宅，

百合ヶ丘や玉川学園台を中心とする多摩丘陵の

開発などを手がけ，さらにビルのテナント業な

どの事業によって２０％台の営業収入を維持して

いた２４）。

向ヶ丘遊園を含む事業施設部門の営業収益は，

高度経済成長期の１９６０年代において，全部門の

営業収益の１０％に満たない規模に過ぎなかった。

しかし１９７０年代に入ると，国内のレジャーブー

ムの波に乗るべく，１９７０年に富士西麓の花鳥山

脈を西富士観光から買収，１９７５年には御殿場フ

ァミリーランド，１９７６年に箱根アスレチックガ

ーデンの開業など，事業施設の拡大，増加を進

め，営業収入を全体の１０％台までに増加させた。

ただし，これらの新施設の配置からもわかる

ように，この時期の事業施設は小田原線終点の

小田原以西に求められるようになっており，旅

客誘致策としての向ヶ丘遊園の重要性が相対的

に低下していることをうかがわせるものとなっ

ている。事業施設部門収入に占める向ヶ丘遊園

の収入も最盛期の６０％台から７０年代中期以降に

は２０％台を切る水準にまで低下していった（表

３）。そもそも花鳥山脈や御殿場ファミリーラ

図６ 向ヶ丘遊園営業収入の変動係数
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ンドの位置は直接的には小田急線沿線地域では

なく２５），レジャー施設を鉄道部門の旅客誘致

策という補助的な位置に置くという思想がこの

時期後退し，事業部門を単独で採算の取れる１

部門として独立性を高めながら育成するという

発想があったとも考えられる。

ただし全体として小田急の電鉄の中で事業部

門がそれ以上に拡大することはなく，たとえば

富士急行株式会社のように，観光部門が鉄道部

門を逆転するような現象はおこらなかった２６）。

首都圏通勤圏に安定路線を抱える小田急として

は当然の選択であったともいえるが，向ヶ丘遊

園の小田急経営全体において占める位置，さら

に事業施設部門内部における位置は主要なもの

とはなり得なかったものと考えられる。

７ ＴＤＬ誕生以降の遊園地業界，
そして閉園まで

１９８０年代に入ると，日本の余暇・レジャー産

表２ 小田急電鉄部門別営業収益（百万円）

鉄道業 自動車業 付帯事業 計
Ａ Ａ／Ｄ％ 駐車場不動産業ＢＢ／Ｄ％事業施設ＣＣ／Ｄ％ 旅行業 Ｄ Ｄ／Ｄ％

１９６６年 ９，９４８ ８６％ ０ ２０９ ９０５ ８％ ４４９ ４％ ０ １１，５１２ １００％
１９６７年 １０，９９１ ７２％ ０ ３７０ ３，３６５ ２２％ ５７６ ４％ ０ １５，３０２ １００％
１９６８年 １１，７０５ ７１％ ０ ４０４ ３，５７６ ２２％ ７８９ ５％ ０ １６，４７５ １００％
１９６９年 １２，４７３ ６６％ ８１ ４７５ ４，４９９ ２４％ １，１７１ ６％ ２５６ １８，９５５ １００％
１９７０年 １３，８５２ ６２％ ９２ ５４７ ５，７７９ ２６％ １，６４４ ７％ ３１４ ２２，２２９ １００％
１９７１年 １５，８８４ ６２％ １０３ ５６５ ６，３２８ ２５％ ２，１９９ ９％ ４８６ ２５，５６５ １００％
１９７２年 １６，６４５ ５７％ １３２ ６４０ ８，６２１ ２９％ ２，６５３ ９％ ６７９ ２９，３７１ １００％
１９７３年 １７，４０２ ５６％ １７６ ６７７ ８，９０３ ２９％ ３，２４６ １０％ ８２６ ３１，２３０ １００％
１９７４年 ２１，７０３ ５３％ ２２７ ８２５ １２，４５９ ３１％ ４，５０９ １１％ １，０４５ ４０，７６９ １００％
１９７５年 ２６，７０７ ６３％ ２８６ ９０６ ９，１０６ ２１％ ５，００２ １２％ ５６４ ４２，５７０ １００％
１９７６年 ３１，７０３ ６６％ ３４７ ９６６ ８，９８９ １９％ ５，８１９ １２％ １４７ ４７，９７１ １００％
１９７７年 ３３，０９０ ５７％ ４０５ ９９７ １６，８６２ ２９％ ６，６１２ １１％ ５７，９６６ １００％
１９７８年 ３５，４０２ ６１％ ４３５ １，１６４ １３，８７９ ２４％ ７，２０３ １２％ ５８，０８２ １００％
１９７９年 ４０，１９５ ６６％ ４７６ １，１７２ １１，７３７ １９％ ７，７６７ １３％ ６１，３４７ １００％
１９８０年 ４２，０６９ ６０％ ５３７ １，１５６ １８，５９３ ２６％ ７，９８６ １１％ ７０，３４１ １００％
１９８１年 ４８，３５６ ６２％ ５４８ １，３４８ １９，４１１ ２５％ ８，４３２ １１％ ７８，０９５ １００％
１９８２年 ５１，５５３ ６０％ ５１６ １，３８６ ２３，１７３ ２７％ ８，９０８ １０％ ８５，５３６ １００％
１９８３年 ５３，６６２ ５８％ ４９０ １，４１２ ２７，５２６ ３０％ ９，１１５ １０％ ９２，２０５ １００％
１９８４年 ６０，０９８ ６２％ ５４９ １，４６６ ２４，０５９ ２５％ １０，０３４ １０％ ９６，２０６ １００％
１９８５年 ６２，６２０ ６３％ ５７６ １，５２５ ２５，０１１ ２５％ １０，４１７ １０％ １００，１４９ １００％
１９８６年 ６５，３６３ ６２％ ６３１ １，５６０ ２６，１０９ ２５％ １１，９９１ １１％ １０５，６５４ １００％
１９８７年 ６７，５３８ ６１％ ６８０ １，６０２ ２８，１６４ ２６％ １２，４３１ １１％ １１０，４１５ １００％
１９８８年 ７５，７３８ ６６％ ６８１ １，６６０ ２３，９９２ ２１％ １３，０４２ １１％ １１５，１１３ １００％
１９８９年 ７８，２２６ ６４％ ６９０ １，６６４ ２７，９３３ ２３％ １４，５３７ １２％ １２３，０５０ １００％
１９９０年 ８１，４５５ ６０％ ７２４ １，７４４ ３４，７１６ ２６％ １６，３９２ １２％ １３５，０３１ １００％
１９９１年 ８７，３８５ ６５％ ７１８ １，７９７ ２８，３９３ ２１％ １７，１７７ １３％ １３５，４７０ １００％
１９９２年 ９６，８１８ ６７％ ６９７ １，８３５ ２８，６４６ ２０％ １７，５１４ １２％ １４５，５１０ １００％
１９９３年 ９６，３４２ ６４％ ６７９ １，８６６ ３３，８３９ ２３％ １７，２８６ １２％ １５０，０１２ １００％
１９９４年 ９５，６２０ ６３％ ６８３ １，８９９ ３７，０５５ ２４％ １７，４７４ １１％ １５２，７３１ １００％
１９９５年 １０２，６１７ ６５％ ６８６ １，８９８ ３５，２８８ ２２％ １８，２１０ １１％ １５８，６９９ １００％
１９９６年 １１０，２０６ ６７％ ７５２ １，８６６ ３５，９６８ ２２％ １６，４６１ １０％ １６５，２５３ １００％
１９９７年 １０７，９５４ ６８％ ７６１ １，８４３ ３３，８８４ ２１％ １４，８４３ ９％ １５９，２８５ １００％
１９９８年 １０９，８２５ ７０％ ７５０ １，７８６ ３３，３２９ ２１％ １１，０１８ ７％ １５６，７０８ １００％
○前掲『有価証券報告書』

１７６



業は大きな転機を迎えることになる。日本の貿

易黒字の拡大のなかで日米の貿易摩擦問題が政

治問題化し，１９８６年の前川レポートによる「内

需拡大の推奨」，さらに８７年の総合保養地域整

備法（リゾート法）の成立などにより，政府レ

ベルでレジャー産業に追い風を与える気運が形

成されてゆく。こうした貿易摩擦⇒内需拡大論

の政策論としての妥当性には今日疑問が投げか

表３ 事業施設営業収益（金額単位：百万円）

項
年度

向ヶ丘遊園
営業収入（Ａ）

事業施設
営業収益（Ｂ）

事業施設 事業施設営業（Ｄ）
（Ｂ）－（Ｃ）

利益率
（Ｄ）／（Ｂ）（Ａ）／（Ｂ） 営業費（Ｃ）

１９６０年 ３４ ２３１ １４．９％ １６５ ６６ ２８．５％
１９６１年 ４６ ２８９ １５．８％ ２１４ ７５ ２５．９％
１９６２年 １１７ ３９５ ２９．６％ ３３６ ５９ １５．０％
１９６３年 １３４ ４４５ ３０．２％ ３４４ １０１ ２２．８％
１９６４年 １４５ ４７３ ３０．６％ ３６１ １１２ ２３．７％
１９６５年 ２０５ ３６７ ５５．８％ ２６４ １０３ ２８．０％
１９６６年 ２７４ ４４９ ６１．１％ ３６２ ８７ １９．４％
１９６７年 ３６１ ５７６ ６２．６％ ４５１ １２６ ２１．８％
１９６８年 ２８０ ７８９ ３５．４％ ６４４ １４５ １８．４％
１９６９年 ４３６ １，１７１ ３７．２％ ９１８ ２５３ ２１．６％
１９７０年 ４４７ １，６４４ ２７．２％ １，２７１ ３７３ ２２．７％
１９７１年 ６２０ ２，１９９ ２８．２％ １，６９４ ５０５ ２３．０％
１９７２年 ６９６ ２，６５３ ２６．２％ ２，０５３ ６００ ２２．６％
１９７３年 ７２６ ３，２４６ ２２．４％ ２，５０７ ７４０ ２２．８％
１９７４年 ８６０ ４，５０９ １９．１％ ３，７６１ ７４９ １６．６％
１９７５年 ９３８ ５，００２ １８．７％ ４，６７６ ３２５ ６．５％
１９７６年 １，０４５ ５，８１９ １８．０％ ５，３０７ ５１２ ８．８％
１９７７年 １，２１７ ６，６１２ １８．４％ ５，９５８ ６５３ ９．９％
１９７８年 １，４１３ ７，２０３ １９．６％ ６，１２１ １，０８２ １５．０％
１９７９年 １，４３２ ７，７６７ １８．４％ ６，４７３ １，２９４ １６．７％
１９８０年 １，６６９ ７，９８６ ２０．９％ ６，７１６ １，２７０ １５．９％
１９８１年 １，７３５ ８，４３２ ２０．６％ ７，１５７ １，２７５ １５．１％
１９８２年 １，８１２ ８，９０８ ２０．３％ ７，６６５ １，２４３ １４．０％
１９８３年 １，６７８ ９，１１５ １８．４％ ８，０１３ １，１０２ １２．１％
１９８４年 １，７７６ １０，０３４ １７．７％ ９，０７２ ９６２ ９．６％
１９８５年 １，７３４ １０，４１７ １６．６％ ９，６４０ ７７７ ７．５％
１９８６年 ２，１９２ １１，９９１ １８．３％ １０，８４５ １，１４６ ９．６％
１９８７年 ２，１５４ １２，４３１ １７．３％ １１，７６９ ６６２ ５．３％
１９８８年 ２，１８３ １３，０４２ １６．７％ １２，５４１ ５０１ ３．８％
１９８９年 ２，４６５ １４，５３７ １７．０％ １４，１４６ ３９１ ２．７％
１９９０年 ２，９４４ １６，３９２ １８．０％ １５，９７０ ４２２ ２．６％
１９９１年 ２，８５５ １７，１７７ １６．６％ １６，３６５ ８１２ ４．７％
１９９２年 ２，９４８ １７，５１４ １６．８％ １７，４１９ ９５ ０．５％
１９９３年 ２，４８１ １７，２８６ １４．４％ １７，６３１ －３４５ －２．０％
１９９４年 ２，２９９ １７，４１４ １３．２％ １７，８１５ －４０１ －２．３％
１９９５年 ２，２２９ １８，２１０ １２．２％ １８，１４２ ６８ ０．４％
１９９６年 ２，１５９ １６，４６１ １３．１％ １６，５４９ －８８ －０．５％
１９９７年 ２，１１７ １４，８４３ １４．３％ １５，１８３ －３４０ －２．３％
１９９８年 １，７８３ １１，０１８ １６．２％ １１，１２９ －１１１ －１．０％
１９９９年 １，８２０ １０，５７３ １７．２％ １０，２７３ ３００ ２．８％
２０００年 １，５２８ ８，９４１ １７．１％ ８，５７７ ３６４ ４．１％
○前掲『有価証券報告書』
第５５期以降，「事業施設営業収入」の（２）が「広告営業収入」から「園芸営業収入」に変更。
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けられているが，政策レベルの背景に国民の余

暇・レジャーに対する意識の変容があったこと

も見逃せない。総理府調査の「今後の生活の力

点をどこに置くか？」という問いに対して，戦

後一貫してトップであった「住生活」を「レジ

ャー・余暇生活」が１９８３年に上回ったのであ

る２７）。

こうした国民のレジャー・余暇嗜好の高まり

を代表する形でやはり１９８３年に登場したのが，

株式会社オリエンタルランドが千葉県浦安市の

埋立地に建設した東京ディズニーランド（以下

ＴＤＬ）であった。開園初年に約９９３万人，翌

８４年には１千万人を突破したマンモス級テーマ

パークの登場は，全国の遊園地業界に大きな衝

撃を与えることとなった。同じ首都圏に位置す

る向ヶ丘遊園も例にもれず，当時の遊園の支配

人平井寛は「マス媒体を中心にした宣伝効果に

より，大衆のレジャー志向のすべてが，東京デ

ィズニーランドに向かっているかのような異様

なムードを醸し出していました」と回想してい

る２８）。

このＴＤＬの登場に対して，向ヶ丘遊園が無

策であったわけではなかった。東京ディズニー

ランドが提起した「遊園地の差別化⇒テーマパ

ーク化」の流れに対して，向ヶ丘遊園は従来の

「花と緑の遊園地」のコンセプトを強化するこ

とによって差別化を試みたのである。その最大

のピークは１９８７年に実施された『蘭・世界大博

覧会』の誘致であった。敷地内に特設エアドー

ムを建設して１週間にわたって開催された同博

では計３０万人を超える来客を集め，改めて「花

と緑の遊園地」としての存在感を占めすことに

成功した２９）。さらに遊具関連についても，前

述したように多くの新型遊具を８０年代に導入し，

設備の更新を進めた結果，停滞しつつあった営

業収入は再び増加傾向に転じ，１９９０年には約３０

億円に到達したのであった。

そうした意味で向ヶ丘遊園は，ＴＤＬの登場

によって一挙に業績を悪化させたわけではなく，

都市型遊園地へ向けて一定の適応をみせたこと

がわかる。しかし一方で，ＴＤＬの登場は営業

収入以外の部分にも影響を与えていた。図７の

グラフは向ヶ丘遊園を含む広告営業部門の利益

率を示したものであるが，遊園の営業収入の増

加に反し，広告営業部門の利益率が８０年代以降，

顕著に低下していたことが示されている。ＴＤ

Ｌの登場によって，向ヶ丘遊園や御殿場ファミ

リーランドはＴＤＬに対抗すべく積極的な設備

の更新や大規模化を迫られることになった。こ

うした経営努力は営業収入を増加させることに

はつながったが，一方で競争の激化による頻繁

な設備更新や施設の近代化は，遊園業の利益率

を低下させる側面も存在したのである。

そして１９９０年代に入り，いわゆるバブル崩壊

が起こるとともに向ヶ丘遊園の成績は営業収入

の面でも急速に悪化してゆき，１９９２年の２９億５

千万円から２０００年には１５億３千万円へと約半減

することになったのである。こうしたなかで小

田急電鉄は１９９９年に御殿場ファミリーランドの

閉園を決定，２００１年には花鳥山脈を日本大学に

売却するなど，付帯事業部門の大幅な整理統合

を進めてゆき，２００２年にはついに向ヶ丘遊園も

閉園に至ったのである。

向ヶ丘遊園の閉園前１０年間の累計損失は４０億

円といわれ３０），閉園の理由としては向ヶ丘遊

園からのモノレールの故障・廃止，借地交渉の

難航などが説明された。しかし最大の要因は小

田急電鉄が本業である鉄道部門への「選択と集

中」を経営方針として固め，複々線化の用地取

得費などの支出を見据えて，不採算部門の縮小

を進めるという経営判断にあったものと思われ

る。

奇しくもこの２０００年前後は，到津遊園（西日

本鉄道：２０００年），宝塚ファミリーランド（阪
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急：２００３年），近鉄あやめ池遊園地（２００４年）

といった戦前来の長い歴史を持つ電鉄系遊園地

が次々と閉園された時期であった。電鉄業の付

帯事業として発展してきた日本の遊園地産業に

とって，バブル崩壊後の「失われた１０年」はま

さに大きな転換期であったのである。

小括

本稿では電鉄会社の副業として展開されてき

た，７５年という全国有数の歴史を誇った遊園地

の経営について分析してきた。「経営分析」と

いっても，電鉄会社の一部門である向ヶ丘遊園

の経営については，営業収入金額以外には不明

な点が多く，今回の分析が不完全なものである

ことは認めざるを得ない。それを踏まえて今回

明らかになった論点についてまとめ，小括とし

たい。

小田急電鉄の，沿線旅客誘致の目玉として建

設された向ヶ丘遊園であったが，戦前期におい

ては沿線住宅開発の方が優先された結果，遊園

地としての本格的な施設整備は進められること

がなかった。ただこの間に進められた桜の植樹

が後年の「花と緑の遊園地」の基盤となった点

は評価しなくてはならない。同園の近代化への

試みが本格化したのは戦後になってからである。

１９５２年の有料化はその最初の転機となった。そ

の後高度成長期に入ると大型催事を実施するこ

とで来客数と客単価の増加をはかり，１９６２年の

防衛博，６３年のフラワーショーの成功で一定の

成果を獲得した。

また１９６０年代中盤以降のレジャー，スポーツ

ブームのなかでいちはやく大型スケートリンク

と屋内プールの設置を実現し，都市型遊園地と

して変質を遂げたのと同時に，従来問題視され

てきた季節変動の緩和に大きな成果をあげた。

季節変動と天候リスクを抱える遊園地業は，そ

れまで独立した経営の困難な業態であり，それ

ゆえ，比較的安定した収入を得られる電鉄業の

副業として営業されることが多かったが，こう

図７ 向ヶ丘遊園営業収入と利益率
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した季節変動の緩和によって，遊園業がある程

度の独立採算の可能性を見せた点は重要である。

この時期，１９６０年代後半の向ヶ丘遊園は，こう

した季節変動問題や，国民の余暇・娯楽の変質

にいち早く対応して業績を向上させたという意

味で，全国的にも先進的な遊園地としての地位

を確保していたと評価できる。

しかし１９７０年代以降，全国の遊園地が飽和状

態に達し，相互の差別化が難しくなってきたな

か，１９８３年に登場したＴＤＬの登場によって電

鉄系遊園地は大きな動揺を迫られることになる。

広大な埋立地を地価上昇期に分譲することによ

って獲得された豊富な資金力を背景に，大型遊

具と良質なサービスを売りに登場したＴＤＬに

対抗するためには，従来の遊園地はより一層の

設備投資を必要とされることになり，利益率を

低下させてゆくことになる。こうしたなかで富

士急行のように，経営資源を観光部門に特化し

ていった事例を除くと，電鉄会社にとって遊園

業に必要な設備投資は，電鉄業の「副業」に許

される負担水準を大きく超えるものになった可

能性が高い。小田急電鉄の場合，１９８０年代後半

までは設備の更新によって，遊園業の発展にあ

る程度の期待を寄せていた節がある。しかしバ

ブル崩壊後にこれら遊園業の業績が急落してゆ

くなかで，小田急は本業である鉄道業に経営資

源を集中してゆく選択をとることになったので

ある。

本稿では遊園地業の「近代化」のイメージと

して①採算の独立性の実現，②季節変動の軽減，

③国民の余暇需要への対応といった論点を仮定

して叙述を行ってきた。向ヶ丘遊園は戦後１９５０

年代から８０年代にかけて，上記①～③の課題を

ある程度達成し，「近代化」に成功した遊園地

であったように思えるが，１９８０年代に発生した

遊園地業界の変容，「テーマパークの時代」に

は充分に対応し得ずに閉園となった。これは電

鉄経営の「副業」という位置付けから脱却でき

なかった遊園地業全体が共有していた限界であ

ったといえるのである。

１） この分野における先行研究として，小川功
「我国における観光・遊園施設の発達と私鉄
多角経営の端緒－私鉄資本による遊園地創設
を中心に－」（『鉄道史学』第１３号，１９９４年）
などがあげられる。

２） 小田急電鉄『有価証券報告書』については，
一橋大学イノベーション研究所所蔵文書の閲
覧の便を得ることができた。同所の御好意と
協力に謝意を表する。

３） 小田急電鉄の付帯事業に言及した研究とし
ては（野田正穂「郊外住宅地の開発と私鉄の
役割」『鉄道史学』第１５号，１９９７年）があるが，
小田急に関しては住宅地開発の記述が中心で
あり，また基本的に社史に依拠した叙述に留
まっている。

４） 開業当初の小田急は「小田原急行鉄道株式
会社」と称しており，１９４１年に「小田急電鉄
株式会社」と改称したが，以後便宜上本文で
は上記社名を「小田急」と略称する。

５） 小田急電鉄株式会社『小田急五十年史』
（１９８０年）１３８頁（以下『五十年史』と略記）。
しかし小田急線開業の前年から営業が開始さ
れていたとする説もある（向ヶ丘遊園の緑を
守り，市民いこいの場を求める会『わたしの

向ヶ丘遊園』２００３年，１７頁）。
６） 前掲『五十年史』１３８頁。
７） 『神奈川新聞』１９４７年１月２４日。
８） 前掲『五十年史』２７７頁。
９） 友和会『向ヶ丘遊園小史』（１９８８年）８１頁。
（以下『小史』と略記する）。

１０） 前掲『五十年史』３２９頁。
１１） 前掲『小史』４５頁。
１２） 前掲『小史』５５頁。
１３） たとえば１９７６年に東洋娯楽機が設置した大
観覧車は当時「日本一」と呼ばれていた。し
かし東洋娯楽機は４年後の１９８０年に読売ラン
ドに対して同型でより大型の観覧車を提供し，
向ヶ丘遊園の観覧車は日本一の座を失うこと
になった。

１４） 前掲『五十年史』１３８頁。
１５） 前掲『小史』２７頁。
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１６） 赤石定次氏（元小田急社員，鉄道博物館館
長）からの聞き取り（２００７年５月３１日実施）。

１７） 前掲『小史』８９頁。第四代目支配人小林喜
助（在職１９６２～６４年）の回想。

１８） 前掲『小史』９６頁。
１９） 前掲赤石定次氏からの聞き取り。
２０） 友和会『向ヶ丘遊園小史』（１９８８年）８８頁。
（以下『小史』と略記する）。

２１） 前傾『小史』８頁。
２２） 前掲『小史』９０頁。
２３） 前掲『小史』８８頁。
２４） 前掲『五十年史』４１６頁。なお１９６４年には
不動産部門で大規模開発を実施するため，１９６４
年，小田急不動産を全額出資の子会社として
設立し，分社化した。

２５） ただし１９５５年以降，小田急は国鉄御殿場線
の御殿場駅まで，「銀嶺」「芙蓉」「朝霧」とい
った準急・特別準急列車を運行していた。

２６） 富士急行株式会社『有価証券報告書』。
２７） 粟田房穂・高成田享『ディズニーランドの
経済学』（朝日新聞社，１９８７年）１４３頁。

２８） 前掲『小史』１０８頁。
２９） 前掲『小史』５２頁。
３０） 荒川正「バラと生きた向ヶ丘遊園，散る」
（『日経ビジネス』２００１年１２月３日号所収）

向ヶ丘遊園の経営史
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